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本資料及び本説明会におけるご説明に含まれる予想数値及び将来の見通しに関

する記述・言明は、現在当社の経営陣が入手している情報に基づいて行った判

断・評価・事実認識・方針の策定等に基づいてなされもしくは算定されています。

また、過去に確定し正確に認識された事実以外に、将来の予想及びその記述を

行うために不可欠となる一定の前提（仮定）を用いてなされもしくは算定したも

のです。将来の予測及び将来の見通しに関する記述・言明に本質的に内在する不

確定性・不確実性及び今後の事業運営や内外の経済、証券市場その他の状況変化

等による変動可能性に照らし、現実の業績の数値、結果、パフォーマンス及び成

果は、本資料及び本説明会におけるご説明に含まれる予想数値及び将来の見通し

に関する記述・言明と異なる可能性があります。

※ 本資料中の「E」は記載の数値が計画または業績予想であることを表しています。

－1－
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営業収益は、2期連続の増収、5兆円を回復

営業利益は、堅調に進捗

年間利益目標を1.25兆円へ上方修正

2012年3月期第2四半期 ハイライト

連結営業利益

12,149
12,500

2011/3期 2012/3期

7,270

通期第2四半期

6,855

移動体事業の好調

スマートフォン販売台数：363万台、年間目標を850万台に上方修正

パケットARPUの向上：対前期+150円、年間目標を2,700円に上方修正

株主還元の充実

5,800万株、2,200億円の自己株式取得(1回目)を実施

1億2,500万株の金庫株消却及び上限4,400万株の自己株式取得(2回目)
を決議

今期EPSは大幅改善の見込（425.48円、対前期末比+10.5%）

グローバル事業売上

48

100

2011/3期 2012/3期

17

通期第2四半期

54

（億円）

（億USD）

－2－

グローバル事業の売上拡大

54億USドル、前年同期比3倍

年間目標 100億USドルを1年前倒し
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対前年同期増減額 対前年同期増減率

営 業 収 益 51,546 +1,555 +3.1% 49,991 105,400 48.9%

営 業 費 用 44,691 +1,970 +4.6% 42,721 93,000 48.1%

四半期（ 当 期）
純 利 益 ※ 2,964 ▲188 ▲6.0% 3,152 5,400 54.9%

▲5.7% 12,400

2011年3月期
第2四半期実績

営 業 利 益 6,855 7,270▲415

2012年3月期
第2四半期実績

2012年3月期
通期業績予想

（当初）

2012年3月期
第2四半期実績

進捗率

55.3%

2012年3月期第2四半期 連結決算の概況

－3－

連結決算及び業績予想について（米国基準）

（単位：億円）

※四半期（当期）純利益は、当社に帰属する四半期（当期）純利益（非支配持分帰属分控除後）を記載しております。

2期連続の増収で5兆円を回復。

営業利益は、堅調に進捗。
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2012年3月期 通期業績予想の見直し

業績予想について

－4－

（単位：億円）

対当初増減額 対当初増減額 対当初増減額 対当初増減額 対当初増減額 対当初増減額

営 業 収 益 105,400 0 18,950 ▲ 50 16,870 ▲ 170 10,030 ▲ 100 12,000 0 42,400 +100

営 業 費 用 92,900 ▲ 100 18,250 ▲ 50 16,320 ▲ 170 9,080 ▲ 180 11,200 0 33,700 ▲ 100

営 業 利 益 12,500 +100 700 0 550 0 950 +80 800 0 8,700 +200

四半期（当期）
純 利 益 ※

5,450 +50 470 +30 490 0 610 +40 390 0 5,140 +120

NTTデータ
＜日本基準・連結＞

通期業績予想
（見直し後）

NTTドコモ
＜米国基準・連結＞

通期業績予想
（見直し後）

NTT西日本
＜日本基準・単独＞

NTTコミュニケーションズ
＜日本基準・単独＞

通期業績予想
（見直し後）

通期業績予想
（見直し後）

NTT東日本
＜日本基準・単独＞

通期業績予想
（見直し後）

通期業績予想
（見直し後）

NTT連結
＜米国基準＞

※四半期（当期）純利益は、当社に帰属する四半期（当期）純利益（非支配持分帰属分控除後）を記載しております。

連結営業利益の目標を上方修正。（対当初業績予想+100億円；1兆2,500億円）

連結営業収益は当初計画を維持。



Copyright(c) 2011 日本電信電話株式会社

※ 基本料等の減収影響拡大分＋30億円、特別損益の減少分▲50億円

震災影響

－5－

連結の第2四半期実績は、損益200億円、設備投資80億円。

通期業績予想は、当初想定通りとなる損益約300億円、設備投資約300億円を見込む。

対当初増減額

－

－

▲50

＋50

対当初増減額

－

＋20

－

▲20

約300

－

約100

約200

設備投資

80

－

10

60

設備投資

約300

－

約50

約250

設備投資

約300200約300NTT連結

約10090約100ドコモ

損益損益損益

－20約20その他

約200

2012年3月期

通期業績予想（当初）

90

2012年3月期

第2四半期実績

約180東日本

2012年3月期

通期業績予想（見直し後）

（単位：億円）

※



ブロードバンド・サービスの進展
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2010.6 2010.9 2010.12 2011.3 2011.6 2011.9 2012.3 E

1,433 1,606 1,837 2,005 2,194 2,429 2,834

(単位：千契約)

4-6 7-9 10-12 1-3 4-6 7-9 上期計

588 401 484 335 536 368 904 1,808 2,100
開 通 数 1,018 809 897 849 1,019 874 1,894 3,573 4,100

▲ 129 ▲ 117 ▲ 132 ▲ 147 ▲ 142 ▲ 136 ▲ 279 ▲ 524 ▲ 455

506 457 537 472 453 457 910 1,971 2,250

 （参考）光映像サービス ※1

 ひ か り 電 話

2011.3期 2012.3期
通期予想

 フ レ ッ ツ  光

 フレッツADSL

2011.3期
通期実績

2012.3期

3,253 3,136 3,004 2,858 2,715 2,579
17,376 17,728

18,310 18,542

15,963

13,839 14,240 14,724 15,059 15,595

17,916
17,092

10,648 11,104
11,641 12,113 12,565 13,023

0

5,000

10,000

15,000

20,000

フレッツADSL
フレッツ光
ひかり電話

2,403

17,159

19,561

14,363

（単位：千契約）

固定ブロードバンドの契約数

主要オペレーションデータ

※1. 光映像サービスは、ひかりTVとフレッツ・テレビの契約数を合わせて記載しております。

※2. フレッツ光は、ＮＴＴ東日本のBフレッツ、フレッツ 光ネクスト及びフレッツ 光ライト、ＮＴＴ西日本のBフレッツ、フレッツ・光プレミアム、フレッツ・

光マイタウン及びフレッツ 光ネクストを含めて記載しております。

※3. 開通数は移転による開通分を除いて記載しております。

※4. ひかり電話は、チャネル数（単位：千）を記載しております。
－6－

契約数

対前四半期別純増(減)数

※2

※3

※4

（単位:千契約）

フレッツ光ライトプランやWi-Fi化の推進等による新規ユーザの獲得や解約抑止に向けた取組み等により、

年間計画の達成を目指す。
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2010.6 2010.9 2010.12 2011.3 2011.6 2011.9 2012.3 E

(単位：千契約)

4-6 7-9 10-12 1-3 4-6 7-9

959 778 633 1,197 674 805 3,568 3,440

▲ 526 ▲ 398 ▲ 318 ▲ 398 ▲ 269 ▲ 227 ▲ 1,640 ▲ 1,240mova

2012.3期
通期予想

FOMA+Xi

2011.3期 2011.3期
通期実績

2012.3期

58,251
57,44556,77155,57454,94054,162

7439691,2391,6361,9542,352

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

1 2 3 4 5 6

FOMA+Xi

mova

60,210

移動ブロードバンドの契約数

主要オペレーションデータ

－7－

（単位:千契約）

契約数

対前四半期別純増数

※通信モジュールサービス契約数は移動ブロードバンド契約数に含めて記載しております

スマートフォンの販売強化やお客様満足度の更なる向上等の取組みにより、年間計画の達成を目指す。

上期純増983千契約
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4-6 7-9 10-12 1-3 4-6 7-9

2011.3期 2011.3期
通期実績

2012.3期
通期予想

2012.3期

4,320 4,320 4,320 4,300

1,540 1,570 1,590 1,610 1,620 1,650

5,890 5,910 5,930 5,920 5,940

4,290 4,290

5,830

0

2,000

4,000

6,000

4,310 4,300

1,580 1,660

5,9605,890

4-6 7-9 10-12 1-3 4-6 7-9

2011.3期 2011.3期
通期実績

2012.3期
通期予想

2012.3期

4,300 4,350 4,320 4,270 4,250

1,520 1,550 1,580 1,610 1,600 1,620

5,900 5,900 5,880 5,850 5,890

4,270

5,820

0

2,000

4,000

6,000

1,570 1,670

4,310 4,270

5,9405,880
（5,900） （5,880）（5,890） （5,900）

固定ブロードバンド（フレッツ光）のARPU

※1 フレッツ光は、ＮＴＴ東日本のBフレッツ、フレッツ 光ネクスト及びフレッツ 光ライト、ＮＴＴ西日本のBフレッツ、フレッツ・光プレミアム、フレッツ・

光マイタウン及びフレッツ光ネクストを含めて記載しております。なお、各ARPUの算定方法等については、26ページをご参照下さい。

※2 ARPU算定上の契約数から、東日本大震災の影響によりお客様に料金請求を行っていない契約数を差し引いたうえで算定した場合の参考値。

主要オペレーションデータ

－8－

西日本

（単位:円）

（単位:円）

東日本 基本利用料
震災影響除き(※2）

付加サービス

引き続きひかり電話等付加サービスのセット販売や新たな利用シーンの創出に取組み、ARPUの向上

に努めていく。
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4-6 7-9 10-12 1-3 4-6 7-9

音声ARPU 2,680 2,660 2,590 2,190 2,340 2,280 2,530 2,170

ﾊﾟｹｯﾄARPU 2,510 2,540 2,540 2,570 2,620 2,690 2,540 2,700

2012.3期
通期予想

2011.3期 2011.3期
通期実績

2012.3期

2,540 2,700

2,530 2,170

4,8705,070

2,510 2,540 2,540 2,570 2,620

2,680 2,660 2,590 2,190 2,340 2,280

5,200 5,130
4,760 4,960 4,970

2,690

5,190

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

音声ARPU
パケットARPU

※ 通信モジュールサービスは、ARPUの算定上、収入、契約数ともに含めておりません。

※ movaサービスは、終了予定である2012年3月末まで、ARPUの算定上、収入、契約数ともに含めております。
なお、各ARPUの算定方法等については、26ページをご参照下さい。

主要オペレーションデータ

－9－

（単位:円）

＋70

＋10

スマートフォンの販売台数増によりパケットARPUが増加。
音声含む総合ARPUも第1四半期で増加に転じ、第2四半期も引き続き増加基調。

移動ブロードバンド（FOMA、Xi）※のARPU
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2010.6 2010.9 2010.12 2011.3 2011.6 2011.9

110 120 133 141 151

33
40

51
59

68
78

161

184
201

219

243

165

143

0

50

100

150

200

250

300

2010.6 2010.9 2010.12 2011.3 2011.6 2011.9

144
152 155 157

184

126

0

50

100

150

200

映像サービスの契約数

主要オペレーションデータ

（単位:万契約）

上期は、マルチスクリーン視聴などの新たなサービス
を提供し、9月末の契約数は243万契約まで増加。

今後は、引き続きコンテンツやサービスの拡充に取組
み、顧客基盤の拡大を図る。

上期は、スマートフォン向けにも「ＢｅｅＴＶ※2」を
提供し、9月末の契約数は184万契約まで増加。

今後は、「ｄマーケット※3」「ＮＯＴＴＶ※4」等の
新たなサービスの提供により、更なる需要喚起を図る。

－10－

主に固定ブロードバンド向け 主に移動ブロードバンド向け

※1. 「フレッツ・テレビ」はNTT東西の「フレッツ・テレビ伝送サービス」の契約と、オプティキャストの放送サービス「オプティキャスト施設利用サービス」の契約により提供され

るサービスです。

※2．「BeeTV」はエイベックス・エンタテイメントとNTTドコモが共同出資するエイベックス通信放送が提供するサービスです。

※3．「dマーケット」はNTTドコモがスマートフォン向けに提供するコンテンツマーケットであり、「VIDEOストア」「BOOKストア」「MUSICストア」「アプリ&レビュー」の4カテゴリ

で構成されます。

※4. 「NOTTV」はNTTドコモが出資するmmbiが提供するサービスです。

（単位:万契約） （単位:万契約）

※1



財務状況
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6,855↓107↓25↑83↓223↑183↓3267,270

2012.3期

4-9実績

セグメント間
取引消去・その他

その他の
事業

データ通信
事業

移動通信
事業

長距離・国際
通信事業

地域通信
事業

2011.3期
4-9実績

営業利益

営業費用 （対前年同期：+1,970）

（対前年同期：▲415）

49,991

（単位：億円）営業収益 （対前年同期：+1,555）

セグメント別の状況

－11－

地域通信事業：音声収入の減等により、減収・減益。

長距離・国際通信事業：ディメンションデータの子会社化等により、増収・増益。

移動通信事業: 音声収入の減等により、減収・減益。

データ通信事業：連結子会社拡大により、増収・増益。

2011.3期4-9 2012.3期4-9

↓757

地域通信事業

長距離・国際
通信事業 移動通信事業 データ通信事業

↓134

その他の事業

↑240

セグメント間
取引消去・その他

51,546

42,721

2011.3期4-9 2012.3期4-9

地域通信事業

長距離・国際
通信事業 移動通信事業

データ通信事業 その他の事業

セグメント間
取引消去・その他

44,691
↑273 ↑347

↓431

↓29 ↓110

↑2,102
↓252 ↑356

↑1,919
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営業利益

音声 ▲437
IP系 +256
その他 ▲170

↓351
（▲3.7％）

9,517

2011.3期4-9

461

9,056

↓205
（▲2.3％）

2011.3期4-9

771

個社別の決算状況（日本基準・単独）

人件費 ▲ 33

経費 ▲101

減価償却費等▲ 71

↓621
（▲3.2％）

18,950

2012.3期E

18,250

↓549
（▲2.9％）

2012.3期E

700

（単位：億円）

－12－

営業収益

音声 ▲932
IP系 +745
その他 ▲433

人件費 ▲ 47

経費 ▲396

減価償却費等▲105

9,165

2012.3期4-9

2011.3期

18,799

進捗率
48.4%

営業費用

NTT東日本

↓71
（▲9.3％）

↓145
（▲31.6％）

第2四半期実績（累計） 2012.3 業績予想

19,571

2011.3期

2012.3期4-9

8,850

315

進捗率
48.5%

進捗率
45.1%

対当初業績予想

▲50

対当初業績予想

▲50

対当初

業績予想同

震災による減収影響やIP系収入の伸びの鈍化等により、減収減益。

業績予想は、営業収益を対当初業績予想▲50億円とし、営業利益は当初業績予想を据え置く。
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NTT西日本
個社別の決算状況（日本基準・単独）

－13－

営業利益

音声 ▲412
IP系 +255
その他 ▲199

↓357
（▲4.1％）

8,680

2011.3期4-9

344

8,335

↓257
（▲3.1％）

2011.3期4-9

245

人件費 ▲ 23

経費 ▲188

減価償却費等 ▲ 46

↓710
（▲4.0％）

16,870

2012.3期E

16,320

↓764
（▲4.5％）

2012.3期E

550

営業収益

音声 ▲810
IP系 +539
その他 ▲438

人件費 ▲ 47

経費 ▲552

減価償却費等▲164

8,323

2012.3期4-9

2012.3期4-9

8,077

進捗率
49.3%

進捗率
49.5%

営業費用

（単位：億円）

↑53
（+10.8％）

↓99
（▲28.8％）

IP系収入の伸びの鈍化等により、減収減益。
業績予想は、営業収益を対当初業績予想▲170億円とし、営業利益は当初業績予想を据え置く。

第2四半期実績（累計） 2012.3 業績予想

17,580

2011.3期

2011.3期

17,084

496

進捗率
44.6%

対当初業績予想

▲170

対当初業績予想

▲170

対当初

業績予想同
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2007.3期
2Q

2008.3期
2Q

2009.3期
2Q

2010.3期
2Q

（決算期）

7,533

（決算期）

2,167

5,937

5,301

4,687

1,404

1,841

IP系収入 2,842

2,219

2,550

5,221

4,609

4,095

3,733

音声伝送収入

FTTH
契約者数
（千契約）

IP系収入

FTTH
契約者数

（千契約）

音声伝送収入

2,711

3,125

4,190

2012.3期
2Q

3,320

3,097

2011.3期
2Q

3,550

3,800

3,363

NTT東日本 NTT西日本

（単位：億円） （単位：億円）

－14－

3,806

5,702

6,953

8,088

9,040

2,605

4,210

1,654

2007.3期
2Q

2008.3期
2Q

2009.3期
2Q

2010.3期
2Q

2012.3期
2Q

2011.3期
2Q

2,118

6,152
6,923

5,325

4,394

3,215

5,838

東西会社のIP系収入と音声伝送収入

個社別の決算状況（日本基準・単独）

NTT東日本において、第2四半期決算では初めてIP系収入が音声伝送収入を逆転。
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NTTコミュニケーションズ
個社別の決算状況（日本基準・単独）

－15－

営業利益

音声 ▲139
IP系 ▲ 39
その他 ▲ 55

↓234
（▲4.6％）

5,090

2011.3期4-9

416

4,673

↓356
（▲7.6％）

2011.3期4-9

537

人件費 ▲ 14

経費等 ▲263

減価償却費等 ▲ 78

↓304
（▲2.9％）

10,030

2012.3期E

9,080

↓321
（▲3.4％）

2012.3期E

950

営業収益

音声 ▲313
IP系 ▲17
その他 + 26

人件費 ▲23

経費等 ▲227

減価償却費等▲70

4,855

2012.3期4-9

2012.3期4-9

4,317

進捗率
48.4%

進捗率
47.6%

進捗率
56.6%

営業費用

（単位：億円）

↑121
（+29.2％）

↑17
（+1.9％）

減収傾向が継続する中、徹底したコスト削減等により、減収増益。
業績予想は、営業収益を対当初業績予想▲100億円とするが、営業利益は＋80億円上方修正。

第2四半期実績（累計） 2012.3 業績予想

10,334

2011.3期

2011.3期

9,401

932

対当初業績予想

▲100

対当初業績予想

▲180

対当初業績予想

+80
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NTTデータ
個社別の決算状況（日本基準・連結）

－16－

営業利益

5,337

2011.3期4-9

253

5,083

2011.3期4-9

783

↑380
（+3.3％）

12,000

2012.3期E

11,200

↑363
（+3.4％）

2012.3期E

800

営業収益

11,619

2011.3期

2011.3期

10,836

営業費用

（単位：億円）

↑380
（+7.1％）

↑53
（+21.1％）

↑16
（+2.2％）

第2四半期実績（累計） 2012.3 業績予想

5,717

2012.3期4-9

307

5,409

2012.3期4-9

↑326
（+6.4％）

進捗率
47.6%

進捗率
48.3%

進捗率
38.4%

対当初

業績予想同

対当初

業績予想同

対当初

業績予想同

第2四半期実績は、連結拡大による増収、原価率の改善等により増収増益。
下期に向けて景気減速や円高影響等の不透明な部分があり、業績予想は据え置く。
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NTTドコモ
個社別の決算状況（米国基準・連結）

－17－

営業利益

↓252
（▲1.2％）

21,382

2011.3期4-9

5,315

16,067

2011.3期4-9

5,085

↑157
（+0.4％）

42,400

2012.3期E

33,700

↓95
（▲0.3％）

2012.3期E

8,700

営業収益

21,130

2012.3期4-9

2012.3期4-9

16,045

進捗率
49.8%

進捗率
47.6%

進捗率
58.4%

営業費用

（単位：億円）

↓230
（▲4.3％）

↑253
（+3.0％）

第2四半期実績（累計） 2012.3 業績予想

8,447

42,243

2011.3期

2011.3期

33,795

↓22
（▲0.1％）

対当初業績予想

+100

対当初業績予想

▲100

対当初業績予想

+200

第2四半期実績は、昨年度に実施したポイント・故障修理制度見直し影響を除けば、実質的には増益。
好調なスマートフォン販売とパケットARPUの増を踏まえ、業績予想を上方修正。
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連結営業利益と主要5社営業利益単純合計の差の内訳

－18－

（単位：億円）

主要5社単純合計

6,491
6,855

① 主要5社以外の利益
(持株の受取配当金影響を除く)

② 連結決算上の消去及び

米国基準への修正
連結営業利益

↑427

・年金（数理差異等）：↓26
・土木設備の償却：↓174
・営業内外差（取引消去を含む）等

2011.3月期 第2四半期実績（累計）

2012.3月期 第2四半期実績（累計）

• 持株会社：31
• ＮＴＴ都市開発（連結）：132
• ＮＴＴコムウェア：▲11
• ＮＴＴファイナンス（連結）：74
• 東ＯＳ会社等：39
• 西ＯＳ会社等：▲36
• その他：196

↓63

主要5社単純合計

6,791
7,270

① 主要5社以外の利益
(持株の受取配当金影響を除く)

② 連結決算上の消去及び

米国基準への修正
連結営業利益

↑411
・年金（数理差異等）：↑45
・土木設備の償却：↓199
・営業内外差（取引消去を含む）等

• 持株会社：47
• ＮＴＴ都市開発（連結）：143
• ＮＴＴコムウェア：34
• ＮＴＴファイナンス（連結）：60
• 東ＯＳ会社等：57
• 西ＯＳ会社等：▲10
• その他：78

↑68
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（単位: 億円）

2012.3期4-9

2012.3期E

2010.3期4-9

2010.3期

2011.3期4-9

2011.3期

19,70019,871
18,701

8,921
8,390

設備投資額の状況

－19－

109
130

441
396 613

721
727 675

3,161
3,098 3,116

558
611 623

1,7122,213
1,570

1,713
1,713 1,549

その他

NTTドコモ（連結）

NTTデータ（連結）

持株会社

NTTコム

NTT西日本

NTT東日本

8,282

134

第2四半期の連結設備投資は、前年とほぼ同水準の進捗。
業績予想は、対当初業績予想＋200億円の1兆9,700億円の見込み。
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▲ 2,900

13,565

▲ 9,900

17,245

3,665

▲ 4,628

▲ 176

▲ 12,768

12,593

16,458

▲ 20,000

▲ 10,000

0

10,000

20,000

2011.3期4-9

2012.3期4-9

連結キャッシュ・フローの状況

－20－

（単位：億円）

営業ＣＦ 投資ＣＦ EBITDA*財務ＣＦ

営業CFは、四半期純利益の減少、買掛金等の支払の増加などにより減少。投資CFは、3ヶ月を超える

資金運用の増加により、支出が増加。

FCFはマイナスとなっているが、資金運用の影響を除けば3,000億円程度のプラス。

財務CFは、自己株式取得の実施により、支出が増加。

▲2,868 ▲1,728

▲3,841

▲787
▲973

FCF 
(営業ＣＦ＋投資ＣＦ)

*EBITDA＝営業利益+減価償却費+固定資産除却損

内は対前年同期増減額
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26%

37%

26%
33%

35%
48%

42% 39%
32% 30%

35%
29% 32%

37%

30%29% 29% 31%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

2012.3期
4-9

2008.3期 2009.3期 2010.3期 2012.3期E2011.3期

事業構造の改革

連結売上高の構成比イメージ

70%7070%%

52%52% 58%58% 61%61%

ソリューション・新分野等
ＩＰ系
レガシー系

ｿﾘｭｰｼｮﾝ・
新分野等

ＩＰ系

ﾚｶﾞｼｰ系

－21－

6868%%

Ｉ
Ｐ
系
＋
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
等
で
概
ね

2/3

6655%%



Appendices
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株主還元

140
120120110

9080
60 31.2%32.3%

27.5%
約23%23.0%

17.1%

32.9%

0

50

100

150

2006/3 2007/3 2008/3 2009/3 2010/3 2011/3 2012/3E

0%

10%

20%

30%

40%

50%一株当たり配当 配当性向

5,394

944

2,000

0

2,000

4,000

6,000

2006/3 2007/3 2008/3 2009/3 2010/3 2011/3 2012/3E

一
株
当
た
り
配
当
額

自
己
株
式
取
得

配
当
性
向

＊1 代行返上等の特殊要因を除く。
＊2 政府売却予定として予算に計上されている9,933万株を全て買い取り、自己株式とする前提。

単位：円

単位：億円

*1

（年/月期）

（年/月期）

（注）2010年3月末の保有自己株式（2億5千万株）を全株消却する方針を決議（2010年5月）し、①2010年11月に2分の1を消却、
②2011年11月に残り2分の1を消却予定。

*2

*2

2,234

•2回目の取得を決議
上限：4,400万株、2,200億円

－22－

Appendices
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2012年3月期第2四半期決算 科目別の状況

42,721 44,691

減価償却費

・除却費

経費

人件費 その他（対前年同期：+1,970）

Appendices

－23－

営業費用

2012.3期4-92011.3期4-9

↓124

（単位: 億円）

49,991 51,546

↑1,252

ＳＩ・端末収入

↓1,983

ＩＰ系･

パケット通信収入

音声関連収入

2012.3期4-92011.3期4-9

その他の収入ＳＩ ：↑2,523

端末（固定） ：↓75

端末（移動） ：↓37

↑2,410 移 動

固 定

移 動

固 定

（対前年同期：+1,555）営業収益

固定 ：↑560

移動 ：↑692

↑661

↓373

↓13

固定 ：↓1,127

移動 ：↓856

↑1,696

端 末

Ｓ Ｉ
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自己株式
▲8,266億円
（▲2,235億円）

未払退職年金費用
1兆5,559億円

（+199億円）

連結貸借対照表の状況

Appendices

有利子負債
4兆4,553億円

（▲982億円）

19兆2,647億円
(▲4,009億円)

資産

繰延税金資産
（固定資産）
8,846億円
（▲24億円）

資本

10兆1,283億円
（+474億円）

9兆1,364億円
（▲4,483億円）

19兆2,647億円

－24－

2011年3月期末 2012年3月期第2四半期末

負債

自己株式
▲6,031億円

未払退職年金費用
1兆5,360億円

有利子負債
4兆5,535億円

19兆6,656億円

資産

減価償却資産
（有形固定資産）

8兆4,545億円

資本

10兆809億円

9兆5,847億円

19兆6,656億円

負債

減価償却資産
（有形固定資産）
8兆3,004億円
（▲1,540億円）

繰延税金資産
（固定資産）
8,870億円
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NTT（持株） NTT東日本 NTT西日本 NTTコム NTTデータ NTTドコモ

<日本基準・単独> <日本基準・単独> <日本基準・単独> <日本基準・単独> <日本基準・連結> <米国基準・連結>

51,546 2,497 9,165 8,323 4,855 5,717 21,130
対前年同期増減額 1,555 187 ▲ 351 ▲ 357 ▲ 234 380 ▲ 252

（対前年同期増減率） (3.1%) (8.1%) (▲3.7%) (▲4.1%) (▲4.6%) (7.1%) (▲1.2%)

44,691 716 8,850 8,077 4,317 5,409 16,045
対前年同期増減額 1,970 6 ▲ 205 ▲ 257 ▲ 356 326 ▲ 22

（対前年同期増減率） (4.6%) (0.8%) (▲2.3%) (▲3.1%) (▲7.6%) (6.4%) (▲0.1%)

6,855 1,781 315 245 537 307 5,085
対前年同期増減額 ▲ 415 181 ▲ 145 ▲ 99 121 53 ▲ 230

（対前年同期増減率） (▲5.7%) (11.3%) (▲31.6%) (▲28.8%) (29.2%) (21.1%) (▲4.3%)

6,817 1,772 436 311 643 287 5,119
対前年同期増減額 ▲ 286 208 ▲ 132 ▲ 136 137 56 ▲ 151

（対前年同期増減率） (▲4.0%) (13.3%) (▲23.2%) (▲30.5%) (27.0%) (24.6%) (▲2.9%)

2,964 1,764 267 236 383 124 2,990
対前年同期増減額 ▲ 188 211 ▲ 95 ▲ 101 119 3 ▲ 107

（対前年同期増減率） (▲6.0%) (13.6%) (▲26.4%) (▲29.9%) (45.5%) (2.8%) (▲3.5%)

営業利益

営業費用

営業収益

NTT連結

<米国基準>
区　分

四半期純利益

税引前利益

連結及び主要な会社別の2012年3月期第2四半期決算の概況

Appendices

－25－

※1 連結子会社 776社 持分法適用会社 98社

※2 ＮＴＴ（持株）～ＮＴＴデータの税引前利益欄には、経常利益を記載しております。

※3 ＮＴＴ連結の四半期純利益は、当社に帰属する四半期純利益（非支配持分帰属分控除後）を記載しております。

※4 ＮＴＴドコモの四半期純利益は、ＮＴＴドコモに帰属する四半期純利益（非支配持分帰属分控除後）を記載しております。

（単位：億円）※1

※2

※3 ※4

※1
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ARPUの算定方法等
Appendices

－26－

1契約当たりの月間平均収入（ARPU）は、契約者1人当たりの平均的な月間営業収益を計るために使われます。固定通信事業の場合、ARPUは、地域通信事業の営業収益のうち、加入電話、INSネット、及びフレッツ光の提供により毎月発生す
る収入を、当該サービスの稼動契約数で除して計算されます。移動通信事業の場合、ARPUは、移動通信事業の営業収益のうち、携帯電話（FOMA）と携帯電話（mova）及び携帯電話（Xi）のサービス提供により毎月発生する収入（基本使用料、
通信料/通話料）を、当該サービスの稼動契約数で除して計算されます。これら数字の計算からは、各月の平均的な利用状況を表さない端末機器販売、契約事務手数料、ユニバーサルサービス料などは除いています。こうして得られたARPU
は各月のお客様の平均的な利用状況を把握する上で有用な情報を提供するものであると考えております。尚、ARPUの分子に含まれる収入は米国会計基準による連結決算値を構成する財務数値により算定しております。

①NTT東日本及びNTT西日本のARPUは、以下の4種類に分けて計算をしております。

• 音声伝送収入（IP系除く）に含まれる加入電話とINSネットの基本料、通信・通話料、及びIP系収入に含まれるフレッツADSL、フレッツISDNからの収入に基づいて計算される固定電話総合ARPU(加入電話+INSネット)。

• 加入電話の基本料、通話料、フレッツADSLからの収入に基づいて計算される加入電話ARPU。

• INSネットの基本料、通信・通話料、フレッツISDNからの収入に基づいて計算されるINSネットARPU。

• IP系収入に含まれるフレッツ光、フレッツ光のオプションサービスからの収入、ひかり電話における基本料・通信料・機器利用料、及び附帯事業営業収益に含まれるフレッツ光のオプションサービス収入に基づいて計算される
フレッツ光ARPU。

- フレッツ光はNTT東日本のBフレッツ、フレッツ 光ネクスト及びフレッツ 光ライト、NTT西日本のBフレッツ、フレッツ・光プレミアム、フレッツ・光マイタウン及びフレッツ 光ネクストを含めて記載しております。

②固定電話総合ARPU(加入電話+INSネット)、加入電話ARPU、INSネットARPU及びフレッツ光ARPUには相互接続通話料が含まれておりません。

③固定電話総合ARPU(加入電話+INSネット)、加入電話ARPU及びINSネットARPU算定上の契約数は、各サービスの契約数であります。

④固定電話総合ARPU(加入電話+INSネット)及びINSネットARPUの算定上、INSネット1500の契約数は、チャネル数、伝送速度、回線使用料（基本料）いずれについてもINSネット64の10倍程度であることから、INSネット1500の1契約をINS
ネット64の10倍に換算しております。

⑤フレッツ光ARPU算定上の契約数は、フレッツ光の契約数（フレッツ光はNTT東日本のBフレッツ、フレッツ 光ネクスト及びフレッツ 光ライト、NTT西日本のBフレッツ、フレッツ・光プレミアム、フレッツ・光マイタウン及びフレッツ
光ネクストを含む）であります。

⑥NTTドコモのARPUは、以下の3種類に分けて計算をしております。

• 携帯電話総合ARPU（FOMA+mova+Xi）＝ 音声ARPU（FOMA+mova+Xi) + パケットARPU（FOMA+mova+Xi)

- 音声ARPU（FOMA+mova+Xi）は、FOMA及びmovaサービスによる音声サービスの基本使用料と通話料の収入に基づいており、また、パケットARPU（FOMA+mova+Xi）は、FOMA、mova及びXiサービスによるパケット

サービスの基本使用料と通信料の収入に基づいております。

- Xiサービスは平成23年9月30日現在、音声サービスを提供していないため、音声ARPU（FOMA+mova+Xi)算定上の収入には含まれず、契約数のみに含まれております。

• 携帯電話総合ARPU（FOMA）＝ 音声ARPU（FOMA) + パケットARPU（FOMA)

- 音声ARPU（FOMA）は、音声サービスの基本使用料と通話料の収入に基づいており、また、パケットARPU（FOMA）は、パケットサービスの基本使用料と通信料の収入に基づいており、いずれもFOMAサービスによるもので
す。

• 携帯電話総合ARPU（mova）＝ 音声ARPU（mova）+ パケットARPU（mova）

- 音声ARPU（mova）は、音声サービスの基本使用料と通話料の収入に基づいており、また、パケットARPU（mova)は、パケットサービスの基本使用料と通信料の収入に基づいており、いずれもmovaサービスによるものです。

⑦通信モジュールサービス、電話番号保管サービス及びメールアドレス保管サービスは、携帯電話総合ARPUの算定上、収入、契約数ともに含めておりません。

⑧NTT東日本及びNTT西日本におけるARPU算出時の稼動契約数の計算式は以下のとおりであります。

・第1四半期（4月～6月）実績=4月～6月までの各月稼動契約数{(前月末契約数+当月末契約数）/2}の合計

・第2四半期（7月～9月）実績=7月～9月までの各月稼動契約数{(前月末契約数+当月末契約数）/2}の合計

・第3四半期（10月～12月）実績=10月～12月までの各月稼動契約数{(前月末契約数+当月末契約数）/2}の合計

・第4四半期（1月～3月）実績=1月～3月までの各月稼動契約数{(前月末契約数+当月末契約数）/2}の合計

・第2四半期累計（4月～9月）実績=4月～9月までの各月稼動契約数{(前月末契約数+当月末契約数）/2}の合計

・通期実績=4月～3月までの各月稼動契約数{(前月末契約数+当月末契約数）/2}の合計

・通期予想（見直し前）=平均稼動契約数 {(前期末契約数+今期末予想契約数）/2}×12

・通期予想=平均稼動契約数｛（前期末契約数+今期末予想契約数）/2}×12

⑨NTTドコモにおけるARPU算出時の稼動契約数の計算式は以下のとおりであります。

・第1四半期（4月～6月）実績=4月～6月までの各月稼動契約数{(前月末契約数+当月末契約数）/2}の合計

・第2四半期（7月～9月）実績=7月～9月までの各月稼動契約数{(前月末契約数+当月末契約数）/2}の合計

・第3四半期（10月～12月）実績=10月～12月までの各月稼動契約数{(前月末契約数+当月末契約数）/2}の合計

・第4四半期（1月～3月）実績=1月～3月までの各月稼動契約数{(前月末契約数+当月末契約数）/2}の合計

・第2四半期累計（4月～9月）実績=4月～9月までの各月稼動契約数{(前月末契約数+当月末契約数）/2}の合計

・通期実績/予想（見直し前、見直し後）=4月～3月までの各月稼動契約数{(前月末契約数+当月末契約数）/2}の合計

・通期実績/予想=4月～3月までの各月稼動契約数{(前月末契約数+当月末契約数）/2}の合計


